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   ○ 平成２３年６月高知県議会定例会提出予定案件概要 

 

 

    ○ 平成２３年６月高知県議会定例会提出予定議案目録 

 

 

  ○ 平成２３年６月高知県議会定例会に提出予定の条例その他議案説明 

 

       

  ○ 平成２３年６月補正予算の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成23年６月高知県議会定例会提出予定案件概要 

 

 

○提 出 予 定 議 案 ------------------------------------ １４件 

 

平 成 ２ ３ 年 度 補 正 予 算 -----------------------  ３件 

条 例 そ の 他 議 案 ----------------------- １１件 

 

 

 

 

      １  平成２３年度補正予算 ----------------   ３件 

 

                                  （補正額）   （累計額） 

            一 般 会 計     1,484,231千円  435,268,353千円 

特 別 会 計      79,062千円  204,734,102千円 

企 業 会 計      70,041千円   20,041,113千円 

 

 

 

      ２  条 例 そ の 他 議 案 ---------------- １１件 

 

条 例 議 案  ---------------  ８件 

そ の 他 議 案  ---------------  ３件 
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平成 23 年６月高知県議会定例会提出予定議案目録 

 

 

○ 予       算 

 

第 １ 号 平成 23 年度高知県一般会計補正予算 

第 ２ 号 平成 23 年度高知県災害救助基金特別会計補正予算 

第 ３ 号 平成 23 年度高知県病院事業会計補正予算 

 

 

○ 条 例 そ の 他 

 

第 ４ 号 高知県手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

第 ５ 号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例議

案 

第 ６ 号 高知県税条例の一部を改正する条例議案 

第 ７ 号 過疎地域等における県税の課税免除に関する条例及び半島振興対策実施地域 

における県税の不均一課税に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 ８ 号 高知県立幡多看護専門学校の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する

        条例議案 

第 ９ 号 高知県旅券法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

第 10 号 高知県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例議案 

第 11 号 高知県立武道館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 12 号 県有財産（債権）の譲渡に関する議案 

第 13 号 高知県税務総合システム開発等委託業務契約の締結に関する議案 

第 14 号 高知県公立大学法人に係る中期目標の制定に関する議案 
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平成平成平成平成22223333年年年年６６６６月高知県議会定例会に提出予定の条例その他議案説明月高知県議会定例会に提出予定の条例その他議案説明月高知県議会定例会に提出予定の条例その他議案説明月高知県議会定例会に提出予定の条例その他議案説明    

    

第 ４ 号 高知県手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

（法務課） 

保険業法等の一部を改正する法律が施行され、同法が公布されたときに現に特定保険業を行

っていた特例民法法人について、旧主務官庁の認可を受けて引き続き特定保険業を行うことが

できることとなったことに伴い、当該認可の申請に対する審査に係る手数料を新たに徴収しよ

うとするもの 

 

第 ５ 号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例議案 

（職員厚生課） 

国家公務員等退職手当法施行令の一部を改正する政令が一部改正されたことを考慮し、昭和

48年５月17日前に退職手当の支給を受けて特定指定法人の職員となり、引き続き当該特定指定

法人の職員として在職した後引き続いて再び職員となった者等が退職した場合におけるその

者に対する退職手当の額の計算に用いる利率のうち平成22年４月１日以後に係るものを改め

ようとするもの 

 

第 ６ 号 高知県税条例の一部を改正する条例議案 

（税務課） 

地方税法の一部改正に伴い個人の県民税、不動産取得税及び軽油引取税について必要な改正

をするとともに、県民税の法人税割の税率の特例措置について適用期限の延長をしようとする

もの 

 

第 ７ 号 過疎地域等における県税の課税免除に関する条例及び半島振興対策実施地域におけ

る県税の不均一課税に関する条例の一部を改正する条例議案 

（税務課） 

山村振興法第14条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令等の一

部を改正する省令の施行により過疎地域自立促進特別措置法第31条の地方税の課税免除又は不

均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令及び半島振興法第17条の地方税の不均一

課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令が一部改正されたことを考慮し、過疎地域に

おける県税の課税免除措置及び半島振興対策実施地域における県税の不均一課税措置の適用要

件としての製造事業用設備等の新増設をし、及び当該製造事業用設備等を製造の事業等の用に

供する期限の延長をしようとするもの 

 

第 ８ 号 高知県立幡多看護専門学校の設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条例議 

     案 

（医療政策・医師確保課、雇用労働政策課、環境農業推進課及び高等学校課） 

東日本大震災の被災に伴い県立幡多看護専門学校、県立高等技術学校、県立農業大学校、県

立中学校又は県立高等学校に入学し、又は転入学する者について、入学手数料及び入学料又は

入校手数料及び入校料を徴収しないこととしようとするもの 



4 

 

第 ９ 号 高知県旅券法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

（文化・国際課） 

  東日本大震災の被災者に係る一般旅券の発給の特例に関する法律が施行されたことを考慮

し、平成25年３月31日までの間に震災特例旅券の発給の申請をする者からは発給に係る手数料

を徴収しないこととしようとするもの 

第 10 号 高知県高校生修学支援基金条例の一部を改正する条例議案 

（私学・大学支援課） 

被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金が新たに交付されることに伴い、基金の設置目的と

して東日本大震災の被災により経済的理由で就園又は就学が困難な幼児、児童又は生徒の教育

機会を確保することを加える等必要な改正をしようとするもの 

 

第 11 号 高知県立武道館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案 

（スポーツ健康教育課） 

新たに設置する高知県立武道館の試合場及び練習場の冷暖房設備の利用料金の基準額を定

めようとするもの 

 

第 12 号 県有財産（債権）の譲渡に関する議案 

（私学・大学支援課） 

廃止前の高知女子大学及び高知短期大学の授業料に係る未収金債権を高知市池字麦尻2751番

１高知県公立大学法人に無償で譲渡するため、地方自治法第96条第１項第６号の規定により、

県議会の議決を求めるもの 

 

第 13 号 高知県税務総合システム開発等委託業務契約の締結に関する議案 

（税務課） 

高知県税務総合システム開発等委託業務を施行するための契約の締結について、地方自治法

第96条第１項第５号及び高知県契約条例第２条の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

(1) 業務名 

高知県税務総合システム開発等委託業務 

(2) 契約の方法 

随意契約 

(3) 契約金額 

698,250,000円 

(4) 契約の相手方 

高知市本町四丁目２番52号 

日本電気株式会社高知支店 

(5) 完成期限 

平成30年３月31日 
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第 14 号 高知県公立大学法人に係る中期目標の制定に関する議案 

（私学・大学支援課） 

高知県公立大学法人に係る中期目標を定めることについて、地方独立行政法人法第25条第３

項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

 



�� H23.6.21 H23.6.21 記者発表資料／総務部財政課記者発表資料／総務部財政課



○○ 改訂版「南海地震に改訂版「南海地震に備えちょ備えちょき」をき」を

○○ 平成平成2323年度中に沿岸地域の年度中に沿岸地域の

１

全ての自主防災組織の全ての自主防災組織の地域津波避難計画策定を推進地域津波避難計画策定を推進（⾒直し含む）（⾒直し含む）

○○ 緊急⽤ヘリコプター離着陸場の緊急⽤ヘリコプター離着陸場の整備を前倒し（５ヶ所）整備を前倒し（５ヶ所）
○○ BCPBCP策定推進の取組を加速化策定推進の取組を加速化
○○ 平成平成2424年度に実施を予定していた年度に実施を予定していた河川堤防の耐震化基礎調査を前倒し河川堤防の耐震化基礎調査を前倒し
○○ 県管理の県管理の全ての海岸で堤防の耐震化基礎調査を実施全ての海岸で堤防の耐震化基礎調査を実施
○○ 最大最大9090万円の住宅耐震化補助の件数を増加し、住宅の耐震化を加速万円の住宅耐震化補助の件数を増加し、住宅の耐震化を加速

（⾒直し含む）（⾒直し含む）



○○ 心のケアチームや保健師、医師等を被災地へ派遣心のケアチームや保健師、医師等を被災地へ派遣
○○ 避難被災児童⽣徒の授業料を無料化避難被災児童⽣徒の授業料を無料化
○○ 避難被災児童等の心のケア対策を実施避難被災児童等の心のケア対策を実施

○○ 漁業者の復旧・再建に必要な資⾦を無利⼦に漁業者の復旧・再建に必要な資⾦を無利⼦に
○○ 間接被災漁業者にも緊急保証料補給制度を創設間接被災漁業者にも緊急保証料補給制度を創設
○○ 養殖施設の災害復旧への⽀援養殖施設の災害復旧への⽀援
○○ 東北沖漁場から関東以南の東北沖漁場から関東以南の水揚げ港水揚げ港への航⾏への航⾏変更に変更に伴う伴う燃油費増額燃油費増額の一部を⽀援の一部を⽀援

２
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臨時財政対策債

全額交付
税措置あ
り

県の実質
的な借⾦臨時財政対策債を

除く県債残高

３

普通建設事業費（単独）６月補正後予算の推移普通建設事業費（単独）６月補正後予算の推移

※ 臨時財政対策債
本来地⽅交付税で措置されるべき額について、国の財政事情が厳しいことから、臨時的に地⽅債として配分されているもの。
後年度、元利償還⾦の全額が地⽅交付税措置される。
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○○ 津波避難情報などを盛り込んだ改訂版「津波避難情報などを盛り込んだ改訂版「南海地震に南海地震に備備えちょえちょき」き」
を全⼾配布を全⼾配布

○○ BCPBCP策定推進の取組を加速化策定推進の取組を加速化
○○ 最大最大9090万円の住宅耐震化補助の件数を増加し、住宅の耐震化を加速万円の住宅耐震化補助の件数を増加し、住宅の耐震化を加速

事業効果の早

期発現が期待
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４

○○ 平成平成2323年度中に沿岸地域の年度中に沿岸地域の
・自主・自主防災組織防災組織の組織率１００％を目指すの組織率１００％を目指す
・全ての市町村で津波避難計画を策定・全ての市町村で津波避難計画を策定（⾒直し（⾒直し含む含む））
・全ての自主防災組織の地域津波避難計画策定を推進（・全ての自主防災組織の地域津波避難計画策定を推進（⾒直し含む）⾒直し含む）

○○ 津波避難路の津波避難路の整備や外付け整備や外付け階段階段設置等の設置等の前倒し前倒し
○○ 平成平成2424年度実施予定の河川堤防の耐震化年度実施予定の河川堤防の耐震化基礎調査の前倒し基礎調査の前倒し
○○ 県管理の全ての海岸で堤防の耐震化基礎調査を実施県管理の全ての海岸で堤防の耐震化基礎調査を実施

○○ 社会福祉施設地震防災対策社会福祉施設地震防災対策マニュアルの⾒直しや安全対策シート（仮称）のマニュアルの⾒直しや安全対策シート（仮称）の
ひな形の作成ひな形の作成

○○ 東⽇本大震災の教訓を⽣かすため災害医療救護計画東⽇本大震災の教訓を⽣かすため災害医療救護計画のの⾒直しを継続⾒直しを継続
○○ 緊急用ヘリコプター緊急用ヘリコプター離着陸場整備の前倒し（５箇所）離着陸場整備の前倒し（５箇所）



◆防災教育・啓発活動の推進

◆人材育成

◆津波から「逃げる」意識の徹底

に向けた啓発強化

◆一般向け啓発の強化（「南海地

震に備えちょき」改訂・全戸配布）

◆津波からの安全性の向上に取

り組むソフト事業

対象事業

４６事業 ７，４８１百万円

１６６項目 １０事業

今後、全庁体制のもと

検討を深める

具体的な取り組み数

１１１項目

被害を軽減するため

に、

事前の備えや対策を進

める

(H21～H26)

津波に対する安全性を高め

るため、南海地震対策関連予

算を見直し

工夫や手順の見直しで

早期に着手できるもの

抜本強化対策を検討し、

早期着手が必要なもの

を随時事業化

優先課題中でも事業効

果の早期発現が期待さ

れるもの

政策提言（別紙）

東日本大震災を踏まえた の

◆外付け階段の整備等、避難施設

としての機能を持たせる

・本庁舎、安芸総合庁舎、須崎総

合庁舎、高知土木、職員能力開発

センター、追手前高校、宿毛警察

署 など

◆機動力の確保、非常用発電機へ

の浸水対策等のために追加整備

の検討が必要な施設

・ 本庁舎、安芸総合庁舎、須崎総

合庁舎、高知土木、宿毛警察署

◆津波からの安全性の向上に取り

組むソフト事業

・県総合防災訓練（県下一斉津波

避訓練）

★津波から逃げる

★津波被害の軽減

◆建築物の耐震対策

◆室内における安全対策

◆屋外における安全対策

◆公共土木施設の耐震対策

◆文化財の地震対策

◆津波からの避難対策

・津波避難計画の作成の促進

・津波避難タワー等の整備

・津波からの避難路・避難場所

等の確保

◆公共土木施設の津波対策

・津波防波堤の整備

・水門の自動降下化

・内水排除施設の機能確保

◆人材育成

◆事業者の防災対策の推進

に向けた啓発強化

◆住宅耐震診断の啓発強化

◆家具の転倒防止など室内安全

対策の啓発強化

◆公共施設内の安全対策の推進

◆公共施設利用者等の安全確保

のため、避難路の確認・周知等の

指導

◆津波による被害想定前の痕跡調査

の手法を検討（既存資料の整理等）

◆遅れている地域の津波避難計画の

策定を支援し、加速化させる

◆津波から早期避難するため、避難場

所、避難路、避難時間の確認を地域と

ともに行う

◆津波被害の軽減のため、河川等の

開口部対策の検討（水門・陸こうの平

常時閉鎖検討等）

◆市町村・自主防災組織及び学校と協

働した津波避難訓練等の実施

◆津波からの避難場所を確保するた

め、県有施設を避難施設として活用す

ることの検討

◆津波避難タワーの設置を加速化

震に備えちょき」改訂・全戸配布）

◆事業者に対するBCP策定推進

のための啓発強化及び支援強化

◆急速に高まっている耐震化の

住民ニーズへの対応

◆要対策河川堤防の整備優先度評価

◆海岸堤防耐震照査のための基礎調

査

◆みんなで備える防災総合補助金

・災害に強い地域づくりのため、自主防

災組織率向上の等に係る費用の拡充

◆津波避難対策推進事業補助金

・津波避難計画策定を推進

・迅速な避難のため情報伝達や避難ソ

フト並びにハード対策の推進

・津波避難困難地において、安全確保

に必要な地域防災施設の整備充実

◆一般向け啓発の強化（「南海地震に

備えちょき」改訂・全戸配布）（再掲）

◆県有庁舎の耐震化

◆公共施設の利用者安全対策の

ためのガラス飛散防止対策

◆室内の安全対策

◆津波被害想定事前調査（津波

痕跡調査・地形調査）

◆海岸堤の耐震診断及び海岸優

先工法の検討

◆緊急度の高い河川の耐震照査

及び概略設計

◆海岸堤防の耐震診断及び優先

度工法検討

◆避難計画が出来た地区の津波

避難対策推進事業費の追加（津

波避難タワー・外付け階段等）

◆防災対策支部局への移動無線

システムの整備

◆エリアメールなど観光客も含む

県民への防災情報伝達手段の具

体的な検討

★耐震化

★室内の安全対策

★地震・津波への意識を高

める

り組むソフト事業

・防災教育研修会

・南海地震条例周知事業

・事業者防災対策の促進

など11件

など9件

など32件

◆事前の備えや対策を進める

・住宅耐震対策事業

・室内における安全対策

・屋外における安全対策

・公共土木施設の耐震対策

５



◆津波への備え

・津波避難訓練の実施

◆市町村・自主防災組織及び学校と

協働した津波避難訓練等の実施

◆県・市町村を対象に震災時の対応

の検証と職員の能力向上を図るため

図上訓練の実施

など８件

◆津波からの安全性の向上に取り

組むソフト事業

・県総合防災訓練（再掲）

・機動隊員等の救出・救助訓練

・緊急消防援助隊の訓練等

東日本大震災を踏まえた の

◆燃料タンクの安全性の点検・対応策

の検討開始

◆高圧ガス容器の流出防止対策の検

討開始

◆農薬（劇毒物）等の流出防止対策

など３件

◆公共土木施設の津波対策

・津波による漂流物対策の推進

★地震・津波への事前の

備え

★津波火災対策

★漂流物対策

★劇毒物対策

◆在宅要医（酸素吸入、人工呼吸器

使用患者等）の避難支援体制づくり

◆県聴覚障害協会との連携を強め、

手話や要約筆記の資格者の状況を把

握するなど早急に支援の仕組みを策

定

など１０件

◆社会福祉施設地震防災対策マ

ニュアルの見直し

★災害時要援護者への支援

◆燃料タンクの実態調査

◆災害時要援護者支援

・災害時要援護者等への啓発の

推進

・福祉避難所の設置体制の整備

◆災害医療の確保

・災害時の医療救護活動体制の

整備

◆在宅療養している人工呼吸器使

用難病患者への非常用発電機無

償貸与

◆SCU機材整備

◆震災に強い人・地域・ネットワー

クづくりを進める

・難病患者等支援事業

◆迅速な初動・応急活動のため

の体制整備

・避難者等のための食料・飲料

水等の備蓄の促進

◆本格的な風水害シーズン到来

前に必要備蓄物資を確保

◆住民基本台帳ネットワーク 本人確

認情報の利用体制の整備

◆震災時の救助・救援のため、自治体

等の広域連携の枠組づくり

など４５件

◆津波からの安全性の向上に取

り組むソフト事業

・備蓄物資の購入

★震災時の食料等の確保

★重要データの保護

★その他

◆災害医療の確保【再掲】

・災害時の医療救護活動体制の

整備

・医療機関における地震防災対

策の促進

など

◆計画及びマニュアルの改定

◆医療機関の耐震化の促進

◆発災時対応体制の整備

（ＤＭＡＴの充実、広域医療搬送（県外

への搬送）のための拠点整備、医療

救護訓練の実施 など）

◆保健行政機能の確保策の検討

◆医療チームや保健師チームの受援体制

の検討 など

◆迅速な初動・応急活動のための

体制整備

◆情報収集・伝達体制の整備

◆被災者への救援

◆地域の孤立や長期浸水への対応

◆二次災害の防止

◆緊急輸送路の確保

◆速やかな復旧対策

◆ボランティアの活動環境の整備

◆復興に関する検討

★迅速な応急活動

★速やかな復旧対策

★復興

★被災者の医療救護

★被災地域での医療提供

★効果的な保健衛生活動

の展開 など

◆震災後の緊急物資の輸送、復興の

拠点となる漁港の検討

◆一時避難場所での水、防寒対策、ト

イレ等必要物資の確保を支援する

◆庁舎内の浸水しない備蓄食糧保管

場所の検討

◆長期的な避難所での必要物資を事

前に把握し、調達方法の事前検討を市

町村に働きかける

など１２件

◆災害時医薬品等備蓄

◆県警ﾍﾘﾎﾟｰﾄの救助者搬送用昇降機整

備

◆津波からの避難対策

◆公共土木施設の津波対策

◆みんなで備える防災総合補助

金（再掲）

・孤立集落解消・受援力強化のた

め、緊急用ヘリコプター離着陸場

整備

◆災害医療の確保

・災害医療救護体制整備事業

◆緊急輸送路の確保

・緊急輸送道路上の橋梁耐震化

◆ボランティアの活動環境の整備

・災害ボランティアセンター研修等

◆災害医療救護計画及び災害救

急医療活動マニュアルの改訂

６



緊急輸送路が分断される区間の早期整

備を(可能な場所については)高規格道路を緊急

避難場所に

対策の遅れている地域の護岸耐震化等

の対策事業を早急に実施

・最悪の事態を想定した「地震対策大

綱」・「応急対策活動要領」の早期策定

・策定にあたっては、人的被害の大きい

地域に十分な資源配分の投入

ひとりでも多くの県民を地震・津波から

「守る」ため、観測体制の早期整備

津波防災対策を加速化するため、新た

な財政支援制度などの創設

二級河川のおいても早期対策が必要とさ

れる地域を優先し、積極的な支援を図る

よう提言

災害に強い新たな通信基盤に関する実証

実験

【【【【平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度】】】】

・最新の知見を用いた地震動及び津波高さ等の推計

・最新のデータを用いた人的・物的被害想定の推計

【【【【平成２４年度以降平成２４年度以降平成２４年度以降平成２４年度以降】】】】

・三地震の同時発生、時間差発生を想定した対策の検

討

●●●●津波避難対策への活用津波避難対策への活用津波避難対策への活用津波避難対策への活用

●県等の防災対策に反映し、事前の備えを加●県等の防災対策に反映し、事前の備えを加●県等の防災対策に反映し、事前の備えを加●県等の防災対策に反映し、事前の備えを加

速化速化速化速化

① 発生確率の高い地域にお

ける大規模地震対策の促進

② 東海・東南海・南海地震

の３連動地震への早期対応

③ 地震防災に向けた観測体

制の早期整備

④ 津波防災対策の推進

⑤ 津波浸水区域における緊

急輸送路確保のための高規

格道路の整備

⑥ 二級河川への大規模地

第1ﾌｪｰｽﾞ

第2ﾌｪｰｽﾞ

凡例

津波からの避難対策津波からの避難対策津波からの避難対策津波からの避難対策

・高速道路や鉄道の既存

公共施設への避難路、

避難階段の設置

・避難困難地における避

難タワー等の設置

・民間施設への外付け階

段の設置

・急傾斜地崩壊防止施設

を活用した避難場所の

確保

など

地域の受援力の向上

燃料タンク流出による火災防止対策

津波被害の軽減

早期復旧に備えて

住宅の耐震化の促進に対する国の30万

円上乗せ補助の継続と3年間の実施期

間の延長

津波や地盤沈下による浸水被害の最小限化と復旧・津波や地盤沈下による浸水被害の最小限化と復旧・津波や地盤沈下による浸水被害の最小限化と復旧・津波や地盤沈下による浸水被害の最小限化と復旧・

復興対策が重要復興対策が重要復興対策が重要復興対策が重要

ヒト・モノ・ヒト・モノ・ヒト・モノ・ヒト・モノ・情報等情報等情報等情報等のののの社会経済活動社会経済活動社会経済活動社会経済活動のののの中枢機能中枢機能中枢機能中枢機能がががが集中集中集中集中

するするするする都市都市都市都市やややや港湾港湾港湾港湾

◆◆◆◆ 海岸堤防の耐震化等の早急な改修が必要海岸堤防の耐震化等の早急な改修が必要海岸堤防の耐震化等の早急な改修が必要海岸堤防の耐震化等の早急な改修が必要

◆◆◆◆ 国の国の国の国の 技術的技術的技術的技術的 ・・・・ 財政的財政的財政的財政的 な支援が不可欠な支援が不可欠な支援が不可欠な支援が不可欠

現在の高現在の高現在の高現在の高

知市知市知市知市

浸水浸水浸水浸水

地域地域地域地域

浸水地浸水地浸水地浸水地

域域域域

昭和南海地震直後の高知市昭和南海地震直後の高知市昭和南海地震直後の高知市昭和南海地震直後の高知市

大規模地震発生時大規模地震発生時大規模地震発生時大規模地震発生時

自

衛隊

自衛隊

消防

途

絶

途

途

絶

大規模地震発生時大規模地震発生時大規模地震発生時大規模地震発生時

自

衛隊

自衛隊

消防

途

絶

途

途

絶

東日本大震災を踏まえた の

出典：第１回高速道路のあり方検討有識者委員会【配布資料】

東南海、南海地震時に想定されている津波影響範囲

（平成15年12月中央防災会議「東南海、南海地震に関する報告」）

大津波の影響を受けない基幹ネットワーク整備が急務！大津波の影響を受けない基幹ネットワーク整備が急務！大津波の影響を受けない基幹ネットワーク整備が急務！大津波の影響を受けない基幹ネットワーク整備が急務！

消防防災施設等整備費補助金の拡充

起債の拡充

国レベルによる救出・救助用装備等の充実

初期救助活動のための装備の充 実を図

るよう提言

震対策の支援

⑦ 大規模災害等緊急事態に

対応できる通信基盤の整備

⑧ 住宅の耐震化の促進

⑨ 大規模災害に備えた医療

提供体制の確保

⑩ 大規模災害に備えた救

出・救助用装備等の充実

⑪ 東海・東南海・南海地震

の３連動に備えた緊急消防援

助隊による支援体制の確立

⑫ 消防救急無線のデジタル

化の整備に係る財政支援

◎広域かつＤＭＡＴ活動以降の長期にわたる医療救護◎広域かつＤＭＡＴ活動以降の長期にわたる医療救護◎広域かつＤＭＡＴ活動以降の長期にわたる医療救護◎広域かつＤＭＡＴ活動以降の長期にわたる医療救護

支援体制の構築支援体制の構築支援体制の構築支援体制の構築

・被災地域の医療機関の継続的な活動への支援や、

避難所等における健康状態の悪化への対応など、

長期にわたる広域的な医療救護支援体制を構築する

（地方公共団体ごとの対策では不十分）

◎医薬品等の確保、供給体制の検討◎医薬品等の確保、供給体制の検討◎医薬品等の確保、供給体制の検討◎医薬品等の確保、供給体制の検討

・内科系疾患等の治療薬を含む広範囲の医薬品備蓄に

対する国の支援

・広域的な備蓄、供給方法の検討

◎災害医療の拠点となる医療機関の耐震化の推進◎災害医療の拠点となる医療機関の耐震化の推進◎災害医療の拠点となる医療機関の耐震化の推進◎災害医療の拠点となる医療機関の耐震化の推進

・「医療施設耐震化臨時特例交付金」と同様の助成制度

の創設

・「医療提供体制施設整備交付金」の基準単価の

引き上げ、 有床診療所の補助対象追加

・医療機関の電源確保対策

○ 高知県は東西に約700kmの海岸線を持ち19市町村

約66万人（県人口の約85％）が津波による被害が予想

される沿岸域に居住

○ 特に県都高知市では、津波と海水流入により約15万

人が浸水被害に遭う。（浸水は約１か月継続）

○ 早期情報収集の要となる、県警察ヘリの基地が所在

する高知空港も津波で浸水、発着不能となるおそれ

○ 3月11日発生の東北地方太平洋沖地震では、揺れと津波

により甚大な被害が発生。同地震では津波・地盤沈下による

浸水等のため、救出・救助活動が困難を極めている。

情報収集、救助活動の困難性情報収集、救助活動の困難性情報収集、救助活動の困難性情報収集、救助活動の困難性

救助活動救助活動救助活動救助活動のためののためののためののための救出救出救出救出・・・・救助用装備等救助用装備等救助用装備等救助用装備等のののの充実充実充実充実

○○○○ 犠牲者の7割は津波、2割は揺れによる建物 倒壊水難者救水難者救水難者救水難者救

出、倒壊建物からの救出出、倒壊建物からの救出出、倒壊建物からの救出出、倒壊建物からの救出が人的被害を軽減させる第一歩。

○ 早期の情報収集、救出・救助にヘリは必要不可欠

○３連動地震を想定した緊急消防援助隊運用方針及び

運用計画の早期策定

○人的被害の大きい地域への重点的な資源配分

１：緊急消防援助隊による支援体制の確立

○消防防災ヘリの活動拠点及び支援物資のの受入の

拠点等の総合的な機能を備えた広域防災拠点の整備

２：エリアごとの広域防災拠点の整備

○石油タンクの流出や破損による災害防止のための

消防法改正や支援制度の創設

○東北地方太平洋沖地震での消防団員の活動状況な

どを検証及び情報提供

３：津波発生時の火災防止対策、消防団機能

の継続

○ 新たな基地局の設置や従来の無線機器の更新な

どに多額の整備費用 が必要

○ 本県の中山間地域のような地形的に不利な条件

にある消防本部では、通常より施設整備費が高額とな

る

平成２８年５月末には、

アナログ波からデジタル波への移行が必要

消防

海上保安部

警察

医療機関

自治体

海上保安部

消防

警察

自治体 医療機関

医療支援チーム

医療支援チーム

県医療支援チーム

途

絶

途

絶

途

絶

途

絶

途

絶

途

絶

絶

消防

海上保安部

警察

医療機関

自治体

海上保安部

消防

警察

自治体 医療機関

医療支援チーム

医療支援チーム

県医療支援チーム

途

絶

途

絶

途

絶

途

絶

途

絶

途

絶

絶

目

標

「縦」・「横」の連絡

系統の確保

効果的な活

動

大規模災害に備えた医療提供体制の

確保

東海・東南海・南海地震の３連動に備

えた緊急消防援助隊による支援体制

の確立

ミッシングリンクが残る主な区ミッシングリンクが残る主な区ミッシングリンクが残る主な区ミッシングリンクが残る主な区

間間間間

津波による長期浸水が津波による長期浸水が津波による長期浸水が津波による長期浸水が

予想される区間の早期整備を予想される区間の早期整備を予想される区間の早期整備を予想される区間の早期整備を

津波による浸水により津波による浸水により津波による浸水により津波による浸水により

分断される区間の早期改修を分断される区間の早期改修を分断される区間の早期改修を分断される区間の早期改修を

７



新たな被害想定に基づいた地震対策大

綱・活動要領の早期策定

震源想定域の観測網の整備促進

命の道となる緊急輸送路確保のた

① 地震・津波による被害想定の早

期実施と地震対策大綱及び活動要

領等の早期策定

② 東海地震に係る地震予知精度

の向上と東南海・南海地震における

東日本大震災を踏まえた の

香川県 大阪府 愛知県

静岡県

３連動の被害範囲３連動の被害範囲３連動の被害範囲３連動の被害範囲

（現地対策本部の管轄）（現地対策本部の管轄）（現地対策本部の管轄）（現地対策本部の管轄）

（東南海・南海地震）

（現地対策本

部）

宮城

県

東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災

（災害救助法適用都県）（災害救助法適用都県）（災害救助法適用都県）（災害救助法適用都県） ※グレー：

死者被害あり

（東海地

震）

被害想定の早期実施

東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災

の発生の発生の発生の発生

広域災害の検証

超広域災害に備えた連携体制の構築

命の道となる緊急輸送路確保のた

めの高規格道路の整備促進

の向上と東南海・南海地震における

地震予知の導入に向けた調査・研

究の推進

④ 地震・津波から生命・財産を守

る施設等の整備促進

⑤ 新たな「減災」の視点を取り入れ

た地震・津波対策の推進

⑥ 大規模災害に対応した被災者生

活再建支援制度の創設

③ 超広域災害に備えた連携体制

の構築

地震・津波から生命・財産を守る施設等

の整備促進

大規模災害に対応した被災者生活再建

支援制度の創設

被害想定の早期実施

3連動を想定した地震対策大

綱・活動要領の早期策定

新たな「減災」の視点を取り入れた地

震・津波対策の推進

８



東⽇本大震災への対応東⽇本大震災への対応

○被災児童⽣徒に対する授業料減免措置等○被災児童⽣徒に対する授業料減免措置等 ○被災者の健康管理、避難所の衛⽣対策を⾏○被災者の健康管理、避難所の衛⽣対策を⾏

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

９

○被災児童⽣徒に対する授業料減免措置等○被災児童⽣徒に対する授業料減免措置等
○被災幼稚園児への入園料等への補助○被災幼稚園児への入園料等への補助
○被災児童等に対する心のケアや、保護者○被災児童等に対する心のケアや、保護者
・教職員への助言のためのスクールカウン・教職員への助言のためのスクールカウン

セラー等の派遣セラー等の派遣

○被災者の健康管理、避難所の衛⽣対策を⾏○被災者の健康管理、避難所の衛⽣対策を⾏
う保健チームの派遣う保健チームの派遣

○ＤＭＡＴ及び医療救護班の派遣に対する補助○ＤＭＡＴ及び医療救護班の派遣に対する補助
○被災者の精神的ケアを⾏う心のケアチーム○被災者の精神的ケアを⾏う心のケアチーム

の派遣の派遣
○被災地への社会福祉協議会職員の派遣に対○被災地への社会福祉協議会職員の派遣に対

する補助する補助

○被災市町村が⾏う無利⼦貸付事業に対して補助○被災市町村が⾏う無利⼦貸付事業に対して補助
○震災の間接被災漁業者に対しても保証料補給事業を創設○震災の間接被災漁業者に対しても保証料補給事業を創設
○被災した養殖施設の復旧事業に対して補助○被災した養殖施設の復旧事業に対して補助
○東北沖漁場から関東以南の○東北沖漁場から関東以南の水揚げ港水揚げ港への航⾏変更に伴うへの航⾏変更に伴う燃油燃油

費増額の費増額の一部を⽀援一部を⽀援



産業振興計画改定の５つの柱
〜新エネルギーを産業振興に⽣かす〜
産業振興計画改定の５つの柱
〜新エネルギーを産業振興に⽣かす〜 〜企業⽴地補助⾦の抜本的な⾒直しを実施〜〜企業⽴地補助⾦の抜本的な⾒直しを実施〜

【【改正のポイント改正のポイント】】
▼▼ 補助率補助率

・⼟地の取得を伴う新増設については補助率を５％引き上げ
・特別事業加算（投資額１億円以上かつ新規雇用２０人以上）５％

を新設
・産業振興計画特別加算（１０％又は２０％）を新設

▼▼ 要件等の⾒直し要件等の⾒直し
・政策誘導用地以外の工場適地における事業を補助対象に追加

高知県新エネルギービジョン（平成22年度策定）高知県新エネルギービジョン（平成22年度策定）

■■ 企業⽴地促進事業費補助⾦企業⽴地促進事業費補助⾦ ５９６百万円５９６百万円

・⽴地企業の操業開始（H20年度交付決定分） １件
・企業の新たな⽴地・設備投資の増加に対応 ５件
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企業⽀援策の充実・強化の成果！企業⽀援策の充実・強化の成果！

▼▼ 要件等の⾒直し要件等の⾒直し
・政策誘導用地以外の工場適地における事業を補助対象に追加
・建物の取得を伴わない増設を補助対象に追加
・投資額要件を１億円以上から５千万円以上へ引き下げ

新制度を新制度を適⽤した設備投資適⽤した設備投資が３件が３件新制度を新制度を適⽤した設備投資適⽤した設備投資が３件が３件

債務負担行為額債務負担行為額債務負担行為額債務負担行為額債務負担行為額債務負担行為額債務負担行為額債務負担行為額 340340百万円百万円百万円百万円百万円百万円百万円百万円

産業振興の推進や環境負荷の低減と併せて、防災面か産業振興の推進や環境負荷の低減と併せて、防災面か
らも安全な燃料資材として活⽤が求められている⽊質バらも安全な燃料資材として活⽤が求められている⽊質バ
イオマスエネルギー利⽤の加速化を図る。イオマスエネルギー利⽤の加速化を図る。

■⽊材加⼯流通施設整備事業費補助⾦■⽊材加⼯流通施設整備事業費補助⾦ ２０１百万円２０１百万円
・⽊質資源利用ボイラー整備、チップ加工施設整備

⽊材製材施設整備、高性能林業機械導⼊ など

■⽊質バイオマスエネルギー利⽤促進事業費補助⾦■⽊質バイオマスエネルギー利⽤促進事業費補助⾦
１６百万円１６百万円

・⽊質バイオマスボイラーシステム導⼊経費 など

■森林整備加速化事業費補助⾦■森林整備加速化事業費補助⾦ ８３百万円８３百万円
・⽊材の効率的な搬出のための作業道の整備を⽀援



被災地⽀援被災地⽀援

人的派遣人的派遣

【主な⽀援内容】
・消防防災ヘリ、ドクターヘリ

による患者の搬送等
・ＤＭＡＴによる災害急性期の医療救

護、救護班による避難所等での巡回
診療等

・警察官派遣（警備、刑事、交通等）

避難被災者受入⽀援避難被災者受入⽀援 水産業水産業へのへの災害災害にに対対するする⽀援⽀援

住まい住まい

暮らし・生活暮らし・生活

○公営住宅の確保（569⼾分）
○⺠間アパート・マンション等の相談

窓口の開設
○⻘少年教育施設、校舎等を⼀時避

難所として利用 など
（受⼊可能数 ６施設 943名）

※最大で５000人程度受⼊可能

○⽇常⽣活の相談窓口の設置 など
（⽣活福祉資⾦や⽣活保護制度の活用）

⾦融⽀援⾦融⽀援

影響緩和影響緩和

○被災市町村が⾏う無利⼦貸付事業に
対して補助

○震災の間接被災漁業者に対しても保
証料補給事業を創設

災害復旧災害復旧

○共同利用施設、養殖施設等の復旧
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義援⾦義援⾦
（対策本部に寄せられた⽀援の状況）（対策本部に寄せられた⽀援の状況）

⾒舞⾦⾒舞⾦

・警察官派遣（警備、刑事、交通等）
・罹災証明関係事務
・心のケアチームの派遣、⼦どもへの

相談・援助⽀援活動等
・災害復旧⽀援（調査・設計等）

平成平成2222年度年度 ９百万円９百万円
（岩手県、宮城県、福島県）（岩手県、宮城県、福島県）

平成平成2323年度年度 1.1.６百万円６百万円
（茨城県、千葉県、⻘森県、栃⽊県）（茨城県、千葉県、⻘森県、栃⽊県）

約約244244百万円百万円（（33,,318318件件））
※※66//88現在現在

中小企業者への⽀援中小企業者への⽀援

医療サービス医療サービス

就労⽀援就労⽀援

（⽣活福祉資⾦や⽣活保護制度の活用）

○県庁の臨時職員として雇用（50名程度）
○ハローワーク、ジョブカフェ等での

就職⽀援 など

○医療相談への対応
○特殊医療の受け⼊れ機関紹介 など
（透析治療の受⼊(可能数 外来100名⼊院10名))

教育・保育サービス教育・保育サービス
○保育所への⼊所⽀援
○幼稚園、小・中学校、高等学校等への

転⼊⽀援 など

⾦融⽀援⾦融⽀援

「平成23年度安心実現のための⾼知県
緊急融資」 （資⾦使途：設備資⾦、運転資⾦）

３２件 ７８０百万円（6/8現在）

借⼊限度額
１億円→１億２千万円

影響緩和影響緩和
○近海かつおかつお⼀本釣漁業⼀本釣漁業

へのへの東⽇本大震災東⽇本大震災のの影響影響
をを緩緩和和するする事業事業をを創設創設



みんなで備える防災総合補助⾦みんなで備える防災総合補助⾦ 35,20035,200

東⽇本大震災を踏まえて、沿岸地域での自主防災組織の組織率の
向上を図るため、必要な経費を助成する。また、災害時における山
間部の孤⽴対策としての緊急用ヘリポート整備費を助成する。

○ みんなで備える防災総合補助⾦ 35,200千円
補助先：市町村
補助率：1/2以内
補助対象：自主防災組織の育成・整備ための講師派遣等

緊急用ヘリポートの整備費 ほか
（危機管理部南海地震対策課）

地震防災総合対策事業費地震防災総合対策事業費 14,98514,985

東⽇本大震災を踏まえて、津波避難に関する情報などを盛り込ん
だ改訂版「南海地震に備えちょき」を作成し、全⼾に配付する。

○ 南海地震啓発パンフレット作成等委託料 14,985千円
（危機管理部南海地震対策課）

11 南海地震対策の抜本強化南海地震対策の抜本強化

（単位千円）（単位千円）

健康危機管理体制整備事業健康危機管理体制整備事業 2,3102,310
農業技術センター管理運営費農業技術センター管理運営費 312312

放射線量を把握するための放射線測定器の導⼊や更新を⾏う。

○ サーベイメータ 5台
（中央東・須崎・幡多福祉保健所、衛⽣研究所、農技センター）

（健康政策部健康⻑寿政策課）

NEW

自主防災組織率100％(沿岸部市町村）を目指す

「南海地震に備えちょき」を全戸配布

（健康政策部健康⻑寿政策課）
（農業振興部環境農業推進課）

社会福祉施設地震防災緊急対策事業社会福祉施設地震防災緊急対策事業 5,8785,878
東⽇本大震災の課題や教訓を踏まえ、「社会福祉施設地震防災対

策マニュアル」の改訂を⾏う。また、各施設の主体的な防災対策を
⽀援するための安全対策シート（仮称）のひな形を作成する。

○ 社会福祉施設地震防災対策指針等作成事業委託料 5,878千円

（地域福祉部高齢者福祉課)
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津波避難対策推進事業費補助⾦津波避難対策推進事業費補助⾦ 57,91957,919

平成２３年度中に津波浸⽔予想地域にある全ての市町村と既設の
自主防災組織において、津波避難計画や地域津波避難計画の策定・
⾒直しを⾏うための経費を助成するほか、津波避難路や外付け階段
等の整備に対して助成を⾏う。

○ 津波避難対策推進事業費補助⾦ 57,919千円
補助先：市町村
補助率：2/3以内
補助対象：津波避難計画策定等や機材購⼊のための経費

津波避難路・外付け階段等の整備費 ほか

（危機管理部南海地震対策課）

商⼯業ＢＣＰ策定推進ＰＲ等事業費商⼯業ＢＣＰ策定推進ＰＲ等事業費 8,6188,618

ＢＣＰ策定推進に向けた講演会等の広報活動や策定⽀援の取組み
を充実させる。

○ 事業継続計画策定⽀援⼿引書作成委託料 6,800千円
（商工労働部商工政策課）

自主防災組織率100％(沿岸部市町村）を目指す

緊急用ヘリポート前倒し整備（５箇所）

沿岸地域全ての市町村等で津波避難計画策定・見直し



河川調査費河川調査費 1313,,905905

住宅耐震対策事業住宅耐震対策事業 68,98568,985

全国で防災意識が高まっている今、最大90万円の住宅耐震化補助
の件数を増加し、住宅の耐震化を加速させる。（平成23年度につい
ては、国の30万円上乗せ補助終了後も単独事業として継続。）

○ 住宅耐震化促進事業費補助⾦ 68,985千円
補助先：市町村
補助率：市町村が補助する額の１/4以内
【対象事業】

住宅耐震診断事業
住宅耐震改修設計事業
住宅耐震改修事業

（⼟⽊部住宅課）

（単位千円）（単位千円）

22 東日本大震災への対応東日本大震災への対応

災害救助費災害救助費【【【【【【【【災害救助基金特別会計災害救助基金特別会計災害救助基金特別会計災害救助基金特別会計災害救助基金特別会計災害救助基金特別会計災害救助基金特別会計災害救助基金特別会計】】】】】】】】 5353,,649649

災害等の緊急時に対応するため、備蓄⾷糧等を購⼊する。（平成
26年度までの段階的な計画を前倒しし、今年度に全量を購⼊。）

○ 飲料⽔ 70,500Ｌ(※)
○ ⾷糧 70,500⾷(※)
○ 毛布 7,000枚
○ ⽇用品セット 6,200セット

（※当初予算計上分を含む）
（地域福祉部地域福祉政策課）

上乗せ補助により住宅の耐震化を加速

目標数量全量購入

河川調査費河川調査費 1313,,905905

地震・津波により被害の⽣じる可能性がある河川堤防について、
今後の河川堤防耐震化工事に向けた耐震化基礎調査を前倒しで⾏
う。

○ 堤防耐震化基礎調査委託料 13,905千円
（⼟⽊部河川課）
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海岸耐震診断事業費海岸耐震診断事業費
（（耕地、漁港、河川、港湾）耕地、漁港、河川、港湾） 104,500104,500

県管理海岸の全ての海岸堤防について、今後の海岸堤防耐震化工
事に向けた耐震化基礎調査を実施する。

○ 海岸事業調査委託料 104,500千円
（耕地海岸、漁港海岸、河川海岸、港湾海岸）

（⼟⽊部港湾・海岸課）

NEW

東日本東日本大震災に係る被災地⽀援経費大震災に係る被災地⽀援経費 54,54754,547

東⽇本大震災の被災地⽀援のため、人的⽀援を⾏う。

○主な人的⽀援
・医療救護班等による医療機関の⽀援や避難所等における

巡回診療 14,517千円
・保健師等による健康相談・避難所の衛⽣対策等

14,740千円
・心のケアチームの派遣、⼦どもへの相談・援助⽀援活動等

11,767千円
・被災地への社会福祉協議会職員派遣への⽀援 8,893千円
・警察官派遣（警備、刑事、交通、地域部隊） 3,485千円

○派遣人数 延べ726人【うち県職員 355人】※6月8⽇現在

NEW



豊かな心を育む教育推進費豊かな心を育む教育推進費 3,9593,959

東⽇本大震災のため、本県に避難している児童等に対する心のケ
アや、保護者及び教職員への助⾔指導を⾏うため、スクールカウン
セラー等を派遣する。

（教育委員会人権教育課）

⾼校⽣修学⽀援基⾦積⽴⾦⾼校⽣修学⽀援基⾦積⽴⾦ 1010,,317317

東⽇本大震災により就学が困難な児童⽣徒等の教育機会の確保に
資することを目的とし、既存の高校⽣修学⽀援基⾦へ積み増しを⾏

（単位千円）（単位千円）

被災児童⽣徒就学援助事業費被災児童⽣徒就学援助事業費補助⾦補助⾦ 55,,879879
私⽴学校被災児童⽣徒授業料減免補助⾦私⽴学校被災児童⽣徒授業料減免補助⾦ 11,,042042
被災被災幼児就園⽀援事業費幼児就園⽀援事業費 33,,372372

【⾼校⽣修学⽀援基⾦】
東⽇本大震災により被災し就学困難となった児童又は⽣徒に対し

て、必要な⽀援を⾏うことにより、就学機会の確保を図る。

【具体的な対応】
公⽴学校・・・学用品費や学校給⾷費等への就学援助
私⽴学校・・・授業料の減免に対する⽀援

○ 被災児童⽣徒就学援助事業費補助⾦ 5,879千円
補助先：市町村（学校組合）
補助率：10/10
補助対象：学用品費、学校給⾷費、医療費等

○ 私⽴学校被災児童⽣徒授業料減免補助⾦ 1,042千円

NEW

資することを目的とし、既存の高校⽣修学⽀援基⾦へ積み増しを⾏
う。

○ 高校⽣修学⽀援基⾦積⽴⾦ 10,317千円
（取崩予定期間：H21〜H23）

（文化⽣活部私学・大学⽀援課）
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○ 私⽴学校被災児童⽣徒授業料減免補助⾦ 1,042千円
補助先：小・中・高・特別⽀援学校を設置する学校法人
補助率：10/10
補助内容：授業料

【具体的な対応】
公⽴幼稚園・・・⼊園料、保育料の軽減に対する⽀援
私⽴幼稚園・・・保育料の減免に対する⽀援

○ 被災幼児就園⽀援事業費補助⾦ 1,373千円
補助先：市町村
補助率：10/10
補助対象：⼊園料、保育料

○ 私⽴幼稚園保育料減免補助⾦ 1,999千円
補助先：私⽴幼稚園設置者
補助率：10/10
補助対象：保育料 （教育委員会小中学校課）

（文化⽣活部私学・大学⽀援課）
（教育委員会幼保⽀援課）



（単位千円）（単位千円）

遠洋近海漁業⾦融対策費遠洋近海漁業⾦融対策費

水産業施設災害水産業施設災害復旧復旧事業費事業費 94,68794,687

東北地⽅太平洋沖地震による津波により被災した共同利用施設や
養殖施設の復旧に対して補助する。

○ 23年災⽔産業共同利用施設災害復旧費補助⾦ 4,705千円
補助先：市町村
補助率：9/10以内
対象事業：漁協が⾏う共同利用施設の復旧

○ 23年災養殖施設災害復旧費補助⾦ 89,982千円
補助先：漁協等
補助率：残存価格等の 9/10以内
対象事業：漁業者等が⾏う養殖施設の復旧

（⽔産振興部漁業振興課）

NEW

沿岸漁業等⾦融対策費沿岸漁業等⾦融対策費 2,0382,038
【【債務負担債務負担 17,07017,070】】

東北地⽅太平洋沖地震による津波により被害を受けた漁業者の復
旧・再建等に必要な資⾦を無利⼦化するため、市町村が⾏う利⼦補
給事業に対して補助する。

○ 東北地⽅太平洋沖地震漁業災害対策特別資⾦利⼦補給補助⾦
2,038千円

貸付対象者：市町村認定被害漁業者
補助先：市町村
補助率：1/2
補助期間：5年間
融資枠：5億円 （⽔産振興部⽔産政策課）

NEW

NEW

復旧・再建等のための資金を

無利子化
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遠洋近海漁業⾦融対策費遠洋近海漁業⾦融対策費
【【債務負担債務負担 23,45123,451】】

東⽇本大震災の間接被災漁業者が、経営資⾦として⾦融機関から
借⼊を⾏う際の保証料負担を軽減するため、基⾦協会保証の保証料
の⼀部を補給する。

○ 東⽇本大震災漁業経営対策特別資⾦保証料補給⾦
貸付対象者：国の漁業者等緊急保証対策事業の対象者
保証料補給率：0.44%〜0.58%
融資枠：10億円 （⽔産振興部⽔産政策課）

（⽔産振興部漁業振興課）

遠洋近海漁業振興事業費遠洋近海漁業振興事業費 56,49656,496

東北地⽅太平洋沖地震で⽔揚げ港や活餌補給地が被災したことに
より、東北沖漁場と関東地⽅以南の港の間を航⾏せざるを得ない近
海かつお⼀本釣漁船に対し、従来よりも航⾏距離が延伸したことに
伴う燃油費増額の⼀部を助成する。

○ 近海かつお⼀本釣漁業震災対策事業費補助⾦ 56,496千円
補助内容：代替餌場・⽔揚げ港までの航⾏距離

延伸に係る燃料費増額分に対する⽀援
補助先：高知かつお漁業協同組合
補助率：1/2以内

（⽔産振興部漁業振興課）

漁業⽣産基盤維持向上事業費漁業⽣産基盤維持向上事業費 2,7212,721
東北地⽅太平洋沖地震による津波により被災した養殖施設等の復

旧⽀援を⾏う。
○ 漁業⽣産基盤維持向上事業費補助⾦ 2,721千円

補助先：市町村等
補助率：1/2以内
対象事業：国庫災害復旧事業（⽔産業施設災害復旧事業）

の対象とならない養殖施設等の復旧
（⽔産振興部漁業振興課）

NEW

NEW

航行距離延伸に伴う

燃油費増額を支援



企業企業誘致活動推進事業費誘致活動推進事業費 596,434596,434
【【債務負担債務負担 339,500339,500】】

県内での企業⽴地を促進するため、⽴地企業の工場建設等に要す
る経費に対して補助する。

○ 企業⽴地促進事業費補助⾦ 596,434千円
補助先：企業⽴地促進要綱に基づく指定企業
補助率：10％〜45％
対象経費：⼟地の取得、建物・機械設備の取得・リース

（商工労働部企業⽴地課）

（単位千円）（単位千円）

33 産業振興計画の推進産業振興計画の推進

⽊材産業構造改善事業費⽊材産業構造改善事業費 201201,,428428
⽊質資源利⽤促進事業費⽊質資源利⽤促進事業費 16,09016,090
森林森林整備加速化事業費整備加速化事業費 82,53082,530

【森林整備加速化・林業再⽣基⾦】
【グリーンニューディール基⾦】

森林資源を活用した産業振興を推進するため、⽊質バイオマスエ
ネルギー利用の拡大に向けた利用機器の導⼊や⽊材の搬出コストを
低減する作業道の整備などに要する経費に対して補助する。

○ ⽊材加工流通施設整備事業費補助⾦ 201,428千円

全国全国学⼒・学習状況調査実施事業費学⼒・学習状況調査実施事業費 13,30313,303

東⽇本大震災を受けて全国学⼒テストの全国的な実施が⾒送られ
たため、国から配布される問題を活用して県が独自で実施し、県全
体の学⼒定着状況を分析する。

○ 全国学⼒・学習状況調査集計等委託料 13,303千円

(教育委員会小中学校課）
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○ ⽊材加工流通施設整備事業費補助⾦ 201,428千円
補助先：市町村、森林組合、林業事業体、⺠間事業者等
補助率：1/2以内、定額
補助対象：⽊質バイオマスボイラー整備、

チップ加工施設整備、
⽊材製材施設整備、
高性能林業機械導⼊ など

○ ⽊質バイオマスエネルギー利用促進事業費補助⾦
16,090千円

補助先：市町村
補助率：10/10
補助対象：⽊質バイオマスボイラーシステム導⼊経費など

○ 森林整備加速化事業費補助⾦ 82,530千円
補助先：市町村、森林組合、施業受託者等
補助率：定額
補助対象：林内路網整備

（林業振興・環境部林業改⾰課、⽊材産業課）

44 教育改革を着実に推進教育改革を着実に推進

NEW


